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農山漁村振興交付金（地域活性化対策）実施要領（案） 

 

制定 

2 9 農 振 第 2 2 6 2 号 

平 成 3 0 年 ３ 月 2 8 日 

農林水産省農村振興局長通知 

 

最終改正 令和４年○月○日付け ３農振第○○号 

 

第１ 趣旨 

農山漁村振興交付金交付等要綱（令和３年４月１日付け２農振第 3695 号農林水産事務官

依命通知。以下「交付等要綱」という。）第３第１項（１）地域活性化対策の実施について

は、交付等要綱の定めるところによるほか、本要領の定めるところによるものとする。 

 

第２ 事業内容等 

本事業は、農山漁村の自立及び維持発展に向けて、地域住民が生き生きと暮らしていける

環境の創出を行うためのきっかけをつくること及び農山漁村について広く知ってもらうこ

とを目的とし、その事業の内容は、次のとおりとする。なお、具体的な事業内容、選定要

件、交付率及び助成額は、別表に定めるとおりとする。 

１ 活動計画策定事業 

（１）アドバイザーを活用したワークショップ等を通じた地域の活動計画の策定 

（２）地域の活動計画に掲げられた取組の体制構築、実証活動等 

２ 農山漁村関わり創出事業 

（１）農山漁村体験研修の実施 

（２）情報の発信及び共有 

（３）農村プロデューサー養成講座の実施 

３ 農山漁村情報発信事業 

（１）「ディスカバー農山漁村（むら）の宝」選定事例の情報発信 

（２）農業遺産等の情報発信 

 

第３ 事業実施主体 

 交付等要綱第３第２項の事業実施主体（以下「事業実施主体」という。）は、農林水

産省農村振興局長（以下「農村振興局長」という。）が別に定める公募要領（以下「公募要

領」という。）に規定する要件のほか、次に掲げる要件を満たす者とする。 

１ 第２の１の活動計画策定事業（以下「活動計画策定事業」という。）を実施する場

合にあっては、次に掲げる要件の全てを満たす地域協議会 

（１）次に掲げる事項を協定、規約、規程等により定め、かつ、地域協議会の全ての構

成員がこれに同意していること。 
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ア 目的 

イ 代表者、代表権の範囲、構成員及び事務局 

ウ 意思決定の方法 

エ 解散した場合の地位の承継者 

オ 事務処理及び会計処理の方法 

カ 会計監査及び事務監査の方法 

キ アからカまでに掲げる事項のほか、運営に関して必要な事項 

（２）地域協議会の構成員に市町村を含んでいること。 

２ 第２の２の農山漁村関わり創出事業（以下「農山漁村関わり創出事業」という。）

を実施する場合にあっては、特定非営利活動法人、一般社団法人、一般財団法人、公

益社団法人、公益財団法人又は民間企業 

 

第４ 事業実施期間 

交付等要綱第３第２項の事業実施期間は、事業内容ごとにそれぞれ次のとおりとする。 

１ 活動計画策定事業 

（１）交付等要綱第１の農山漁村振興交付金（以下「交付金」という。）を交付する期

間は、２年間とする。ただし、事業実施主体が、別表の１のうち、具体的な事業内

容欄の（２）のイの取組を行い、かつ、事業を実施する地域が別表の交付率及び助

成額欄の（５）に掲げる地域のいずれかに該当する場合又は別表の具体的な事業内

容欄の（２）のウの取組を行う場合にあっては、３年間とする。また、第２の１の

（１）の地域の活動計画の策定については、事業開始年度内に完了することとし、

この取組に対して交付金を交付する期間は、１年間とする。 

（２）（１）の交付金を交付する期間にかかわらず、活動計画策定事業を実施するため

の計画期間は、３年間とする。 

なお、当該計画期間のうち最終年度については、交付金の交付期間内に行った取

組を自立的かつ継続的な取組としていく期間とする。 

２ 農山漁村関わり創出事業 

交付金を交付する期間は、第２の２の（１）の農山漁村体験研修の実施については

最大２年間、第２の２の（２）の情報の発信及び共有並びに（３）の農村プロデュー

サー養成講座の実施については、１年間とする。   

３ 農山漁村情報発信事業 

  交付金を交付する期間は、１年間とする。 

 

第５ 事業の公募 

  農村振興局長は、公募要領により、事業実施提案書の公募を行い、また、次に掲げる

者（以下「地方農政局長等」という。）は、交付対象事業の候補の選定を行うものとす

る。 

１ 活動計画策定事業については、次に掲げる事業実施主体の所在地域に応じ、それぞ

れ次に定める者 

（１）北海道 農村振興局長 
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（２）沖縄県 内閣府沖縄総合事務局長 

（３）（２）以外の都府県 地方農政局長 

２ 農山漁村関わり創出事業及び農山漁村情報発信事業については、農村振興局長 

 

第６ 農山漁村振興推進計画及び事業実施計画 

１ 農山漁村振興推進計画及び事業実施計画の策定及び提出 

  交付等要綱第５の農山漁村振興推進計画（以下「振興推進計画」という。）及び交

付等要綱第６の事業実施計画（以下「事業実施計画」という。）は、事業実施主体が、

第５の選定を受けてから１か月以内に、次に定める様式により策定の上、別紙様式第

１号と併せて地方農政局長等に提出するものとする。 

（１）活動計画策定事業の様式は、別紙様式第２号とする。 

（２）農山漁村関わり創出事業の様式は、別紙様式第３号とする。 

（３）農山漁村情報発信事業の様式は、別紙様式第４号とする。 

２ 策定に当たっての留意事項 

活動計画策定事業、農山漁村関わり創出事業及び農山漁村情報発信事業を実施する

場合にあっては、振興推進計画及び事業実施計画の策定に当たって、次に掲げる事項

（活動計画策定事業にあっては（１）～（５）、農山漁村関わり創出事業（第２の２

の（１）に掲げるものに限る。）にあっては（１）、（２）及び（６）、農山漁村関

わり創出事業（第２の２の（３）に掲げるものに限る。）にあっては（１）、（２）

及び（７）、農山漁村情報発信事業にあっては（８）及び（９）に掲げる事項）に留

意するものとする。 

（１）振興推進計画及び事業実施計画が、事業の計画期間内の全ての期日にわたるもの

であること。 

（２）振興推進計画及び事業実施計画の目標及び目標の達成状況等を評価するための指 

標（以下「評価指標」という。）の内容に対して、取組の内容が適切なものである 

こと。 

（３）第３の１の（１）の事項について全ての構成員が同意したことが確認できる資料

を添付すること 

（４）活動計画策定事業の実施によって実現しようとする目標を、第２の１に掲げる取

組に対応するように、次のアからウまでに掲げる目標から選択して定め、かつ、情

報発信等による普及啓発に係る数値目標を定めること。なお、地域独自の目標を追

加することもできるものとする。 

ア 都市と農山漁村の人々が交流するための取組に係る数値目標（交流人口等） 

イ 都市住民が農山漁村に定住するための取組に係る数値目標（移住者数等） 

ウ 農山漁村で暮らす人々が引き続き住み続けるための取組に係る数値目標（転出

者数等） 

（５）活動計画策定事業の評価指標を、目標ごとに設定すること。なお、評価指標につ

いては、農業体験や定住促進イベントなどの参加人数、子育て支援の取組の利用者

数、ＳＮＳの記事の投稿回数等、目標に対応した定量的なものであるもの。 

（６）農山漁村関わり創出事業（第２の２の（１）に掲げるものに限る。）の実施によ
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って実現しようとする目標を、第２の２の（１）に掲げる取組に対応するように、

取組目標と評価指標について、次のように定めること。 

ア 目標については、就農支援制度（農業人材力強化総合支援事業、農業経営法人

化支援事業で実施している支援メニューや研修等、受入地域が実施している就農

支援事業等）へ導いた人数や割合等、研修生が農山漁村での地域活動へ関心を持

つことに係る定量的なもの及び、就職氷河期世代（1970 年度～1983 年度生まれ）

の研修生に係る数値目標（研修生に占める割合等）を設定すること。 

イ 評価指標について、農村体験研修を受けた人数や受入地域数等、目標に対応し

た定量的なものとすること。 

（７）農山漁村関わり創出事業（第２の２の（３）に掲げるものに限る。）の実施によ

って実現しようとする目標を、第２の２の（３）に掲げる取組に対応するように、

取組目標について、次のア及びイにより定めること。 

ア 計画期間中の目標として、入門コースの受講人数の目標を設定すること。 

イ 事業実施計画の期間終了後の目標として、翌年度中に農山漁村の課題解決に向

けた取組を行った実践コース研修生の割合の目標を設定すること。 

 （８）「ディスカバー農山漁村（むら）の宝」選定事例の情報発信については、事業実 

施に係る数値目標（ウェブサイトの閲覧者数等）を設定すること。 

 （９）農業遺産等の情報発信については、事業実施に係る数値目標（農業遺産の認知度

等）を設定すること。 

 

第７ 年度別事業実施計画及び地域の活動計画等 

１ 年度別事業実施計画 

活動計画策定事業及び農山漁村関わり創出事業（第２の２の（１）に掲げるものに

限る。）を実施する場合にあっては、事業実施主体は、事業開始年度の翌年度以降に

おいて、毎年度、事業の進捗状況、実績等を踏まえ、交付等要綱第６の年度別事業実

施計画を別紙様式第５号により策定し、毎年度４月末日までに別紙様式第６号と併せ

て地方農政局長等に提出するものとする。 

２ 地域の活動計画 

活動計画策定事業を実施する場合にあっては、事業実施主体は、第２の１の（１）

の地域の活動計画を、別紙様式第 14 号を参考に策定し、事業の開始年度の翌年度の４

月末日までに、１の年度別事業実施計画と併せて地方農政局長等に提出するものとす

る。 

 

第８ 計画の承認 

１ 地方農政局長等は、３、第６の１及び第７の１により提出された各計画の内容及び

対象経費等を精査し、本要領によるほか、交付等要綱等に照らして適当であると認め

る場合には、これを承認するものとする。 

２ 地方農政局長等（農村振興局長を除く。）は、承認した計画について、農村振興局

長に次のとおり報告するものとする。 

（１）振興推進計画及び事業実施計画については、別紙様式第７号により報告するもの
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とする。 

（２）年度別事業実施計画については、別紙様式第８号により報告するものとする。 

３ 承認された振興推進計画、事業実施計画又は年度別事業実施計画について、次に掲

げる重要な変更がある場合には、事業実施主体は、第６の１又は第７の１の手続に

準じ、各計画を提出するものとする。 

（１）各事業の事業費の３割を超える増減 

（２）各事業の事業実施主体又は事業実施期間の変更 

（３）各事業の追加又は廃止 

（４）別表の交付率及び助成額の欄の活動計画策定事業の（５）に該当する地域におけ

る取組を実施する場合にあっては、事業実施地域の変更 

 

第９ 交付金交付決定前の着手 

 交付対象事業の着手は、原則として、国からの交付金交付決定通知を受けて行うもの

とする。ただし、やむを得ない事情により、交付金交付決定前に着手する必要がある場

合には、交付等要綱別記様式第 12 号により、その理由を具体的に明記した農山漁村振

興交付金交付決定前着手届を地方農政局長等に提出するものとする。 

 

第 10 助成 

交付等要綱第３の事業の実施に要する経費は、賃金、報償費、旅費、需用費、役務費、

委託料、使用料及び賃借料、備品購入費、報酬、共済費、補償費、資材等購入費、機械

賃料並びに研修手当とする。 

  なお、賃金等の人件費の算定は、補助事業等の実施に要する人件費の算定等の適正化

について（平成 22 年９月 27 日付け 22 経第 960 号大臣官房経理課長通知）により行うも

のとする。 

 

第 11 会計経理 

会計経理は、次に掲げる事項に留意して適正に処理するものとする。 

１ 交付対象事業費の経理は、独立の帳簿を設定する等の方法により、他の経理と区

分して行うものとする（交付対象外事業費を含む全事業費を一括して経理する場合

にも、交付対象事業費については区分を明確にしておくこと）。 

２ 金銭の出納は、金銭出納簿等又は必要に応じて金融機関の預金口座等を設けて行

うこと。 

３ 領収書等金銭の出納に関する書類は、日付順に整理し、処理の顛末を明らかにし

ておくこと。 

 

第 12 事業実施主体が行う関係書類の整備保管 

事業実施主体は、本事業の実施に係る次に掲げる関係書類等を保管しておくものと

する。 

１ 予算関係書類 

（１）事業実施に関する総会等の議事録 
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（２）予算書及び決算書 

（３）分（負）担金賦課明細書 

（４）その他予算関係書類 

２ 経理関係書類 

（１）金銭出納簿 

（２）分（負）担金徴収台帳 

（３）証拠書類（見積書、請求書、入出金伝票、領収書、借用証書等） 

（４）その他 

 

第13 事業の評価 

活動計画策定事業及び農山漁村関わり創出事業を実施する場合にあっては、交付等要

綱第７の交付対象事業に係る事業実施後の評価は、次のとおり実施するものとする。 

１ 事業実施主体は、振興推進計画及び事業実施計画に定められた計画期間の目標にお

ける達成状況等について、毎年度、次に定めるところに従い評価を行い、地方農政局

長等に報告するものとする。 

（１）事業実施結果の評価（以下「事業評価」という。）は、取組状況、事業実績、実

施体制等を踏まえ、目標の達成状況等について総合的に行うものとする。 

（２）事業評価の報告は、別紙様式第９号及び第 10 号により、事業開始年度の翌年度以

降、毎年度５月末日までに行うものとする。 

２ １により報告を受けた地方農政局長等は、事業評価の内容を評価するものとする。

なお、地方農政局長等は、評価を行うに当たり、有識者で構成する第三者機関を設置

し、意見聴取を行うものとする。当該第三者機関は、当該事業評価の内容について、

評価及び検証を行ったうえ、別紙様式第 11 号により、地方農政局長等に報告するもの

とする。 

３ 地方農政局長等は、２により行った事業評価の内容の評価結果を公表するものとす

る。また、地方農政局長等（農村振興局長を除く。）は、評価の結果を農村振興局長

に報告するものとする。なお、これらは次のとおり実施すること。 

（１）評価の結果の報告は、別紙様式第 12 号により、速やかに行うものとする。 

（２）評価の結果等の公表は、地方農政局等のホームページ等において行うものとする。 

４ 地方農政局長等は、目標の達成状況が低調である場合には、事業実施主体に対して

重点的な指導、助言等を行うとともに、その結果を３の（２）により公表するものと

する。 

 なお、目標の達成状況が低調である場合とは、次に掲げる（１）又は（２）のいず

れかに該当する場合をいうものとする。 

（１）振興推進計画及び事業実施計画に定める計画期間において、同計画で定めた目標

の達成率が３年続けて 70％未満となった場合又は単年度で 50％未満となった場合 

（２）振興推進計画及び事業実施計画に定めた取組内容と事業実績を比較した結果、評

価の結果において、取組内容の達成率が 50％未満となった場合 

 

第14 完了報告 
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事業実施主体は、第８の１により地方農政局長等が承認した振興推進計画及び事業実

施計画に基づく全ての事業が完了したときは、別紙様式第 13 号により、全ての事業が完

了した年度の翌年度の５月末日までに地方農政局長等に報告するものとする。 

 

第15 事業の状況報告 

事業実施主体は、事業の遂行状況について地方農政局長等から報告を求められたとき

は、速やかにその状況を報告しなければならない。なお、事業実施主体は、承認された

振興推進計画及び事業実施計画並びに年度別事業実施計画について、第８の３（１）か

ら（４）まで以外の変更がある場合には、変更した内容を交付等要綱第 21 第１項の実績

報告書の提出時に併せて地方農政局長等へ報告するものとする。 

 

附 則 

１ この通知は、平成 30 年４月１日から施行する。 

２ この要領の施行に伴い、農山漁村振興交付金実施要領（平成 28 年４月１日付け 27

農振第 2326 号農林水産省農村振興局長通知）は、廃止する。 

３ ２の通知によって平成 29 年度までに着手した事業については、なお従前の例により

取り扱うものとする。 

 

附 則 

  １ この通知は、平成 31 年４月１日から施行する。 

    ２ 平成 30 年度までに着手した事業については、なお従前の例により取り扱うものと 

  する。 

 

附 則 

  １ この通知は、令和２年４月１日から施行する。 

  ２ 令和元年度までに着手した事業については、なお従前の例により取り扱うものと 

  する。 

 

附 則 

  １ この通知は、令和３年４月１日から施行する。 

  ２ 令和２年度までに着手した事業については、なお従前の例により取り扱うものと 

  する。 

 

附 則 

  １ この通知は、令和４年●月●日から施行する。 

  ２ この通知による改正前の農山漁村振興交付金（地域活性化対策）実施要領（平成 

30 年３月 28 日付け 29 農振 2262 号農林水産省農村振興局通知）により令和３年度 

中に着手した事業については、なお従前の例により取り扱うものとする。 

 



 別表 

事業の種類 具体的な事業内容 選定要件 交付率及び助成額 

１ 活動計画策定事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

農山漁村が持つ豊かな地域資源を

活用した地域の創意工夫による次の

①から③までの取組に係る活動計画

づくりを支援する。 

① 都市と農山漁村の人々が交流す

るための取組 

② 都市住民が農山漁村に定住する

ための取組 

③ 農山漁村で暮らす人々が引き続

き住み続けるための取組 

なお、①については②若しくは③と

合わせて実施すること。 

 

支援の内容は、以下のとおりとす

る。 

 

（１）アドバイザーを活用したワーク

ショップ等を通じた地域の活動

計画の策定 

  以下の要件を全て満たすこと

とする。 

   

（１）農林水産業及びその基盤

となる農山漁村の振興を図

る取組であること。 

 

（２）自立的かつ発展的な取組

であって、地域の維持及び

活性化に対する効果が見込

まれること。 

 

（３）具体的な事業内容欄の

（１）及び（２）の取組に

ついて、少なくとも同欄の

（１）のイ及び（２）のウ

の取組以外の全ての取組を

実施すること。 

 

 交付率及び助成額は、以下のとおりとする。 

 

（１）交付率は、定額とする。 

 

（２）具体的な事業内容欄の（１）及び（２）を合

わせた各年度の助成額の上限は、次のとおり

とする。 

ア 事業開始年度は、500 万円とする。 

    ただし、具体的な事業内容欄の（１）につ

いては、300 万円を上限とする。 

イ 事業開始から２年目の年度は、250 万円と

する。 

 

（３）具体的な事業内容欄の（２）のウの取組を行

う場合の各年度の助成額の上限は、事業開始年

度から事業開始から３年目の年度までの助成

額の上限に各々250 万円を加えた金額とする。 

 

（４）具体的な事業内容欄の（２）のイの取組を行 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア ワークショップ開催 

地域住民間で徹底した話合い

を行うための、専門知識を持っ

たアドバイザーがコーディネ

ートするワークショップの開

催 

イ 先進地の視察及びセミナー

への参加 

地域活性化のコーディネー

ターの育成及び地域住民の意

識改革を行うための先進地の

視察及びセミナーへの参加 

ウ 活動計画の策定 

ア及びイの取組を踏まえた

地域の将来像を構想するため

に必要な活動計画（「交流」や

「定住」へ繋がる定量的な数値

目標を記載するもの）の策定 

 

（２）地域の活動計画に掲げられた取

組の体制構築及び実証活動等 

（４）次のアからウまでの事業

において採択された事業実

施主体ではないこと。 

ア 都市農村共生・対流総

合対策交付金実施要綱

（平成 25 年５月 16 日付

け25農振第 393号農林水

産事務次官依命通知）に

規定する都市農村共生・

対流総合対策交付金 

イ 農村集落活性化支援事

業実施要綱（平成 27 年４

月９日付け 26 農振第

1905 号農林水産事務次官 

依命通知）に規定する農

村集落活性化支援事業 

ウ 農山漁村振興交付金実 

施要綱（平成 28 年４月１

日付け 27 農振第 2325 号

農林水産事務次官依命通

知）に規定する地域活性

い、かつ、事業を実施する地域が次の（５）の

要件に該当する場合の助成額の上限は、事業開

始年度から事業開始から３年目の年度までの

助成額の上限に各々100 万円を加えた金額と

する。 

 

（５）事業を実施する地域が次のアからコまでのい

ずれかに該当する場合とする。 

ア 特定農山村地域における農林業等の活性

化のための基盤整備の促進に関する法律（平

成５年法律第 72 号）第２条第１項に規定す

る特定農山村地域 

イ 山村振興法（昭和 40 年法律第 64 号）第７

条第１項の規定に基づき指定された振興山

村 

ウ 過疎地域の持続的発展の支援に関する特

別措置法（令和３年法律第 19 号）第２条第

１項（同法第 43 条の規定により読み替えて

適用する場合を含む。）に規定する過疎地域

（同法第３条第１項若しくは第２項（これら

の規定を同法第 43 条の規定により読み替え



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア 体制構築 

 活動計画に掲げられた取組

を実施するために必要な体制

の構築 

イ 実証活動 

    活動計画に掲げられた取組

の具現化に向けた実証活動及

び普及啓発に資する情報発信 

  ウ 専門的スキルの活用 

活動計画に掲げられた取組

の具現化に向けた地域外の人

材が有する ICT 等の専門的ス

キル等の活用 

 

 

 

 

 

 

 

化対策（平成 30 年３月

28 日付け 29 農振第 2248

号による当該通知の改正

以前に採択されたものに

ついては、都市農村共生

・対流及び地域活性化対

策） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

て適用する場合を含む。）、第 41 条第１項

若しくは第２項（同条第３項の規定により準

用する場合を含む。）、第 42 条又は第 44

条第４項の規定により過疎地域とみなされ

る区域を含み、令和３年度から令和８年度ま

での間に限り、同法附則第５条に規定する特

定市町村（同法附則第６条第１項、第７条第

１項及び第８条第１項の規定により特定市

町村の区域とみなされる区域を含む。）を、

令和３年度から令和９年度までの間に限り、

同法附則第５条に規定する特別特定市町村

（同法附則第６条第２項、第７条第２項及び

第８条第２項の規定により特別特定市町村

の区域とみなされる区域を含む。）を含む。） 

エ 半島振興法（昭和 60 年法律第 63 号）第２

条第１項の規定に基づき指定された半島振

興対策実施地域 

オ 離島振興法（昭和 28 年法律第 72 号）第２

条第１項の規定に基づき指定された離島振

興対策実施地域 

カ 沖縄県振興特別措置法（平成 14 年法律第



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

14 号）第３条第１号に規定する沖縄 

キ 奄美群島振興開発特別措置法（昭和 29 年

法律第 189 号）第１条に規定する奄美群島 

ク 小笠原諸島振興開発特別措置法（昭和 44

年法律第 79 号）第４条第１項に規定する小

笠原諸島 

ケ 豪雪地帯対策特別措置法（昭和 37 年法律

第 73 号）第２条第２項の規定に基づき指定

された特別豪雪地帯 

コ 棚田地域振興法（令和元年法律第 42 号） 

第７条第１項の規定に基づき指定された指

定棚田地域 

    

２ 農山漁村関わり創

出事業 

 

（１）農山漁村体験研修の実施 

就職氷河期世代を含む多様な

人材に対して、農山漁村におい

て、農林水産業及び地域における

様々な活動を体験する農山漁村

体験研修を行い、農山漁村に多様

な形で関わりながら農山漁村へ

の理解を深め、農山漁村に関心を 

具体的な事業内容欄の（１）

の取組を実施する場合は、次の

要件を全て満たすこととする。 

 

（１）農林水産業及びその基盤

となる農山漁村の振興を図

る取組であること。 

 

具体的な事業内容欄の（１）の交付率及び助成額

は、以下のとおりとする。 

 

（１） 交付率は、定額とする。 

 

（２） 各年度の助成額の上限額は、１事業実施主 

体当たり 6,000 万円とする。 



 持つ関係人口を創出する取組 （２）対象者の農山漁村への理

解を深める取組であるこ

と。 

 

（３）事業実施主体が複数の都

道府県の地域を対象として

取り組むこと。 

 

（４）多様な人材が農山漁村と

多様な形で関わる機会を創

出し、関係人口の裾野の拡

大を図るために、多様な人

材に対して、農山漁村での

様々な活動の場を提供する

取組であって、全国展開に

資すると見込まれること。 

 

（５）研修生のうち就職氷河期

世代（1970 年度～1983 年度

生まれ）が半数以上となる

計画であること 。 

（３）２ヶ年の助成額の上限額は、１事業実施主体

当たり 8,500 万円とする。 



  （６）関係人口の創出・拡大を

通じた農村振興に資するた

め、本取組の完了後におい

ても、事業実施主体が同様

の取組を事業化して継続的

に実施すると見込まれるこ

と。 

 

 

 （２）情報の発信及び共有 

（１）の取組について研修実施

地区や研修生の募集に際して一

元的に広報すること、実施主体同

士の情報交換の場となるプラッ

トフォームを構築すること等、農

山漁村体験研修を効果的に行う

ための取組 

 

具体的な事業内容欄の（２）

の取組を実施する場合は、構築

するプラットフォームが、具体

的な事業内容欄の（１）の取組

を更に促進するものであるこ

と。 

 具体的な事業内容欄の（２）の交付率及び助成額

は、以下のとおりとする。 

 

（１） 交付率は、定額とする。 

 

（２）取組の助成額の上限は、2,000 万円とする。 

 

 

 

 

（３）農村プロデューサー養成講座の 

実施 

地域への愛着と共感を持ち、地

域住民の思いを酌み取りながら、

具体的な事業内容欄の（３）

の取組を実施する場合は、以下

の要件を全て満たすこととす

る。 

交付率及び助成額は、以下のとおりとする。 

 

（１）交付率は、定額とする。 

 



 地域の将来像やそこで暮らす人

々の希望の実現に向けてサポー

トする人材を「農村プロデューサ

ー」として育成する取組 

（１）入門コース（地域づくり

に関心のある者が幅広く参

加可能なオンライン講演）

の企画・運営ができること。 

 

（２）実践コース（地方自治体

職員等を対象として、実例

を基にした模擬演習や地元

での実践を通じ、地域づく

りをプロデュースする者を

養成）の企画・運営ができ

ること。 

 

（３）実践コース修了生等をつ

なぐネットワークの企画・

運営ができること。 

（２）助成額の上限は、公募要領によるものとする。 

    

３ 農山漁村情報発信

事業 

 

 

農山漁村のポテンシャルを引き出

すことにより地域の活性化や所得向

上に取り組んでいる優良な事例、世界

農業遺産、日本農業遺産、世界かんが 

情報発信等を通じ、優良事例

や世界農業遺産、日本農業遺産、

世界かんがい施設遺産及び農業

・農村の有する多面的機能に対 

交付率及び助成額は、以下のとおりとする。 

 

（１）交付率は、定額とする。 

 



 い施設遺産及び農業・農村の有する多

面的機能について、全国への情報発信

等を行う取組 

する都市住民の認知度向上や他

地域への横展開を図る取組であ

ること。 

（２）取組ごとの助成額の上限は、農村振興局長が

別に定める公募要領によるものとする。 

    

 



別紙様式第１号

  地方農政局長等　殿

事業実施主体名
代表者名

番　　　　　　　　　号 
年 　　　月　　　　日 

令和○○年度農山漁村振興交付金（地域活性化対策）の農山漁村振興推進計画及び事業実施計画の承
認（変更）申請について

 　農山漁村振興交付金（地域活性化対策）実施要領（平成30年３月28日付け29農振第2262号農林水産省農村振
興局長通知）の第６の１の規定に基づき、関係書類を添えて提出します。



別紙様式第２号

【　事業の種類　】

事業実施主体名

所在地（都道府県・市町村）

事業開始年度 令和　    　年度

農山漁村振興推進計画及び事業実施計画

（地域活性化対策のうち活動計画策定事業）

１　活動計画策定事業

①　都市と農山漁村の人々が交流するための取組

②　都市住民が農山漁村に定住するための取組

③　農山漁村で暮らす人々が引き続き住み続ける
   ための取組



１．事業実施主体等

２．地域協議会構成員・連携団体

事業実施主体名（注１）
（地域協議会名）

取組地域の都道府県・市町村

旧小学校区 旧市町村域 市町村域

取組地域の集落名（注３）

代表者氏名

事業実施主体住所及び連絡
先

住所　〒

TEL　　　　　　　　　　　　　　　　　　FAX

E-mail

取組地域の範囲（注２）

事務局(個人又は団体）

事務局所在地及び連絡先

住所　〒

TEL　　　　　　　　　　　　　　　　　　FAX

E-mail

地域振興８法等の指定状況
（注４）

地域協議会の構成員となる個
人及び団体

法人形態等 地域協議会における役割
所在地

（市町村）

取組において連携する個人及
び団体

法人形態等 取組において連携する役割
所在地

（市町村）

注１ 事業主体（団体名）及び所在地(都道府県・市町村）は、ふりがなをつけてください。

注２ 取組地域の範囲は、「旧小学校区」、「旧市町村域」又は「市町村域」から選択して記載してくださ
い。

注３ 取組地域の範囲の集落名を全て記載してください。

注４ 実施要領別表の交付率及び助成額欄の（５）に該当する場合は、地域指定状況を記載してくだ
さい。



３．実施体制図

○地域協議会実施体制図（注１）

○会計事務の審査体制（注２）

（注３）

代表者
代表者
（地位継承者）

運営責任者
運営責任者
（地位継承者）

事務局長
事務局長
（地位継承者）

経理責任者
経理責任者
（地位継承者）

注１ 事業の取組に対応した実施体制について、構成員及び連携団体を役割ごとに記載してくださ
い。

注２ 会計事務の審査体制について、記載してください。

注３ 代表者、運営責任者、事務局長及び経理責任者が不在となった場合の地位継承者を記載してく
ださい。



 ４－１．地域の現状・課題

（１）事業実施地域の現状と課題について（注１）

（２）（１）に対するこれまでの把握・確認方法及び取組状況（注２）

（３）（２）の取組状況を踏まえ、困難だった事項・理由（注３）

注１ 都道府県及び市町村から見た地域の位置、地域の人口・基幹産業・農業動向、地域内の関連施設の整
備状況、地域資源の概要、関連事業の実施状況、過去の主な活動実績等を踏まえて具体的かつ定量的
に記載してください。また、地域の現状を踏まえ、課題となっている事項を具体的に記載してください。

注２ アンケート調査、ワークショップ等を具体的に記載してください。また、これまでの課題解決に向けて実施
した取組について、具体的に記載してください。

注３ 予算不足、技術力不足、人材不足等を具体的に記載してください。



 ４－２．地域の現況図

注 取組地域の集落の範囲など地域の現況が分かる図面を添付してください。



５．地域の将来像

（１）地域の将来像（注１）

（２）事業完了後に期待される効果（注２）

注１ 地域の現状や課題を踏まえ、本交付金を活用することにより、目指す地域の将来像を具体的に記載して
ください。

注２ 本事業完了後、地域の活性化、自立及び維持発展に向けて期待される効果について具体的に記載して
ください。



６－１．事業実施内容（活動計画策定事業）

（１）全体

○地域の活動計画策定（注２）

○体制構築及び実証活動（注３）

・体制構築

・実証活動

・専門的スキルの活用

・普及啓発

○合意形成の手法（注４）

○交通、買い物、医療・福祉、教育、エネルギー等に係る取組（注５）

○アドバイザーの活用（注６）

・地域の活動計画策定

・体制構築及び実証活動



（２）令和○年度（取組１年目）

（３）令和○年度（取組２年目）

（４）令和○年度（取組３年目）

注１ 本交付金を活用し、地域の課題解決に向けた具体的な取組内容を記載してください。
また、目標及び評価指標の数値目標の達成に向けた具体的な取組内容を年度ごとに記載してください。

注２ 地域の自立及び維持発展に向けた将来像を構想し、地域住民が主体となって農山漁村が持つ豊かな地
域資源を活用した地域の創意工夫による活動計画づくりについて、具体的な取組内容を記載してくださ
い。

注３ ・体制構築：活動計画に掲げられた取組を実施するために必要な従来から活動している
                 団体等を活用した具体的な体制を構築する内容を記載してください。
・実証活動：活動計画に掲げられた取組の具現化に向けた具体的な取組内容を記載し
                 てください。
・専門的スキルの活用：活動計画に掲げられた取組の具現化に向けた地域外の人材が有する
                                ICT等の専門的スキル等を活用する取組内容を記載してください。
・普及啓発：普及啓発に資する情報発信などの具体的な取組内容を記載してください。

注４ 地域の課題、取組方針等を関係者間で共有し、事業を実施していくための合意形成の手法について、
具体的な取組内容を記載してください。

注５ 農山漁村で暮らす人々が引き続き住み続けるため、交通、買い物、医療・福祉、教育、エネルギー等に
係る取組を実施する場合は、具体的な取組内容を記載してください。

注６ アドバイザーの活用について、活用する取組内容、活用予定者、活用する人材の専門知識・経験・資格
等を記載してください。



６－２．事業実施内容（専門的スキルの活用）

（１）令和○年度（取組１年目）

（２）令和○年度（取組２年目）

（３）令和○年度（取組３年目）

注１ 専門的スキルの活用にかかる委託業務計画を取組年度ごとに具体的に記載してください。



６－３．事業実施内容（工程表）

注 ６－１及び６－２の事業内容について、年度ごとの取組時期、取組内容等がわかる工程表を記載
してください。



７．目標

（１）目標（注１）

【目標設定の考え方】

【数値目標の計測方法】

目標項目
現　在

(令和○年度)
１年目

(令和○年度)
２年目

(令和○年度)
３年目

(令和○年度)



（２）評価指標（注２）

【評価指標設定の考え方】

【数値目標の計測方法】

目標項目 評価指標項目
現　在

(令和○年度)
１年目

(令和○年度)
２年目

(令和○年度)
３年目

(令和○年度)

注１ 実施要領別表の具体的な事業内容欄の①から③までの取組に対応する計画期間内の事業の
実施によって実現しようとする目標を設定し、目標項目、現在の数値、各年度の数値目標を記載
してください。
また、情報発信等による普及啓発に係る目標についても記載してください。地域独自の目標を追
加することもできます。

注２ (1)の目標の実現状況等を評価するための指標を目標ごとに設定し、評価指標項目、現在の数
値、各年度の数値目標を記載してください。なお、評価指標については、農業体験や定住促進
イベントなどの参加人数、子育て支援の取組の利用者数、ＳＮＳの記事の投稿回数等、目標に対
応した定量的なものとしてください。



８－１．年度別事業計画とその経費の内訳（令和○年度（取組１年目））
（単位：千円）

取組内容 経費区分 総事業費 本交付金 他の補助金 自己資金 備考

(1)活動計画策定 0

①=②+③+④ ② ③ ④

１．活動計画策定事業 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

(2)体制構築･実証活動 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

（3）専門的スキルの活用

0

0

0

合　計 0

注１ ６－１及び６－２の年度ごとの事業内容に対応した取組内容及び効率的な主な経費を記載してく
ださい。

注２ 「取組内容」は、６－１及び６－２の年度ごとの事業内容を記載してください。

注３ 「経費区分」は、実施要領の第10の経費区分ごとに記載してください。

注４ 「他の補助金等」又は「自己資金」がある場合は、備考欄に資金の性格（相手方、資金の受入時
期等）を記載してください。

注５ 対象経費を確認するための次に掲げる資料を添付してください。
・賃金及び謝金については、単価の根拠資料
・旅費については、旅費規程など根拠資料
・外部委託については、積算又は見積書等の根拠資料
・その他の対象経費の算出根拠資料



８－２．年度別事業計画とその経費の内訳（令和○年度（取組２年目））
（単位：千円）

取組内容 経費区分 総事業費 本交付金 他の補助金 自己資金 備考

①=②+③+④ ② ③ ④

１．活動計画策定事業 0

0

(2)体制構築･実証活動 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

（3）専門的スキルの活用

0

0

0

合　計 0

注１ ６－１及び６－２の年度ごとの事業内容に対応した取組内容及び効率的な主な経費を記載してく
ださい。

注２ 「取組内容」は、６－１及び６－２の年度ごとの事業内容を記載してください。

注３ 「経費区分」は、実施要領の第10の経費区分ごとに記載してください。

注４ 「他の補助金等」又は「自己資金」がある場合は、備考欄に資金の性格（相手方、資金の受入時
期等）を記載してください。

注５ 対象経費を確認するための次に掲げる資料を添付してください。
・賃金及び謝金については、単価の根拠資料
・旅費については、旅費規程など根拠資料
・外部委託については、積算又は見積書等の根拠資料
・その他の対象経費の算出根拠資料



８－３．年度別事業計画とその経費の内訳（令和○年度（取組３年目））
（単位：千円）

取組内容 経費区分 総事業費 本交付金 他の補助金 自己資金 備考

①=②+③+④ ② ③ ④

１．活動計画策定事業 0

0

(2)体制構築･実証活動 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

（3）専門的スキルの活用

0

0

0

合　計 0

注１ ６－１及び６－２の年度ごとの事業内容に対応した取組内容及び効率的な主な経費を記載してく
ださい。

注２ 「取組内容」は、６－１及び６－２の年度ごとの事業内容を記載してください。

注３ 「経費区分」は、実施要領の第10の経費区分ごとに記載してください。

注４ 「他の補助金等」又は「自己資金」がある場合は、備考欄に資金の性格（相手方、資金の受入時
期等）を記載してください。

注５ 対象経費を確認するための次に掲げる資料を添付してください。
・賃金及び謝金については、単価の根拠資料
・旅費については、旅費規程など根拠資料
・外部委託については、積算又は見積書等の根拠資料
・その他の対象経費の算出根拠資料



９．その他特記事項

注１ 農山漁村で暮らす人々が引き続き農山漁村に住み続けるため本交付金と併せて他省庁の関連政策事
業を活用して事業を実施する、又は既に実施している場合は、活用する関連政策事業について、省庁
名、取組内容、取組時期等を記載してください。

注２ 女性が重要な役割を担うなど女性の参画の促進を図っている場合は、具体的な内容を記載してくださ
い。

注３ その他の特記事項がある場合は、記載してください。



別紙様式第３号 

 

 

 

 

 

 

 

農山漁村振興推進計画及び事業実施計画 

（地域活性化対策のうち農山漁村関わり創出事業） 

 

 

【事業の種類】 

 

 
  （１）農村体験研修の実施 

 
 

 
  （２）情報の発信及び共有 

 
 

 
  （３）農村プロデューサー養成講座 

 

 

 

 

 

 

事業実施主体名                        

 

 

  



 

１．事業実施主体 

事業主体（団体）名（注１） 所在地（都道府県・市町村） 

  

代表者氏名 代表者住所及び連絡先 

 

〒 

Tel 

Fax 

E-mail 

事務局 事務局所在地及び連絡先 

 

〒 

Tel 

Fax 

E-mail 

注１ 事業主体（団体）名及び所在地（都道府県・市町村）は、ふりがなをつけること。 

 

２．事業実施体制図（運営責任者（プロジェクトマネージャー）を必ず記載すること。） 

（※ 参考として運営責任者の経歴や実績の分かる資料を添付すること。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

３．事業実施における全般的な現状と課題等 

現状と課題 

 

取組目標 

（注１） 

・ 

・ 

・ 

目標の考え方と 

測定方法 

・ 

・ 

・ 

評価指標 

（注２、３） 

・ 

・ 

・ 

評価指標設定の考え

方と数値目標の計測

方法（注３） 

・ 

・ 

・ 

その他 

 

注１ 事業の種類で（１）農山漁村体験研修の実施を選択した場合、取組目標は「就職氷河期世

代（1970 年度～1983 年度生まれ）の研修生に係る数値目標（研修生に占める割合等）」と、

就農支援制度へ導いた人数や割合等、研修生が農山漁村地域での活動へ関心を持つことに係

る定量的なものを入れること。 

注２ 事業の種類で、（１）農山漁村体験研修の実施を選択した場合、評価指標は農山漁村体験研

修を受けた人数や受入地域数等、数値目標とすること。 

注３ 事業の種類で、（２）情報の発信及び共有を選択した場合は、（注３）を付している箇所は

空欄とすること。 

 



 

４．事業計画（取組の内容） 

（１）取組内容（注１） 

 

・研修実施地域が決まっている場合は下記も記入してください。 

研修実施地域名 農林水産業の体験研修内容 地域のコミュニティ体験研修内容 

   

   

   

 

（２）研修生の募集方法（注２） 

 

 

（３）研修実施地域の募集方法と研修実施地域との調整体制（注２） 

 

・研修実施地域が決まっている場合は下記も記入してください。 

研修実施地域 実施地域の代表組織名 

  

  

注１ 事業の種類で、（２）情報の発信及び共有又は（３）農村プロデューサー養成講座を選択し

た場合は、（１）取組内容（表を除く）のみ記載すること。 

注２ 研修生や研修実施地域の募集方法、募集媒体、申し込み資格を含め、具体的に記述するこ

と。 

 



 

５．経費の内訳 

対象経費を確認するために、次に掲げる資料を添付してください。 

・賃金及び謝金については、単価の根拠資料 

・旅費については、旅費規程など根拠資料 

・外部委託については、積算又は見積書等の根拠資料 

・その他の対象経費の算出根拠資料 

単位：千円 

支出事項 
経費区分 

（注１） 
総事業費 本交付金 

他の補助金

等（注２） 
自己資金 備考 

  ①＝②＋③＋④ ② ③ ④  

       

       

       

       

       

合計 
      

 

注 1 「経費区分」は、実施要領の第10の経費区分ごとに記載してください。 

注２ 「他の補助金等」又は「自己資金」がある場合は、備考欄に資金の性格（相手方、資金の

受入時期等）を記載してください。 



別紙様式第４号

事業実施主体名

農山漁村振興推進計画及び事業実施計画

（地域活性化対策のうち農山漁村情報発信事業）



１．事業実施主体

〒

℡

E-mail

〒

℡

E-mail

２．事業実施体制図　（運営責任者（プロジェクトマネージャー）を必ず記載すること）

（※　参考として運営責任者の経歴や実績の分かる資料を添付してください。）

注１   事業主体（団体名）及び所在地（都道府県・市町村）は、ふりがなをつけてください。

代表者氏名 代表者住所及び連絡先

Fax

事務局 事務局所在地及び連絡先

Fax

事業実施主体（団体）名（注１） 所在地（都道府県・市町村）



３．事業実施における全般的な現状と課題等　

現状と課題

取組目標
（注１）

期待される効果

その他

注１　具体的な数値目標を記載すること。



４．事業計画（取組の内容）　

５．経費の内訳（※積算資料を添付して下さい。）

  取組内容と主な経費

総事業費 本交付金
他の補助金
等

自己資金

①＝②＋③＋④ ② ③ ④

取組内容 備考

単位：千円

取組内容



別紙様式第５号

事業名及び活動計画
区分

事業実施期間
（交付期間）

計画期間 事業実施主体
交付額等

（円）

令和○○年度（実績）

（事業実績額）

（交付実績額）

令和○○年度（計画）

（事業予定額）

（交付予定額）

注　「事業名及び活動計画区分」欄は、該当する事業名及び活動計画区分を記載すること。（活動計画区分は活動計画策定事業を行う場合に記載する。）

年 度 別 事 業 実 施 計 画

事業実施内容

農山漁村振興交付金
（地域活性化対策）

○○年度～
　　○○年度

○○年度～
　　○○年度



別紙様式第６号

  地方農政局長等　殿

事業実施主体名
代表者名

番　　　　　　　　　号 
年 　　　月　　　　日 

令和○○年度農山漁村振興交付金（地域活性化対策）の年度別事業実施計画の提出について

 　農山漁村振興交付金（地域活性化対策）実施要領（平成30年３月28日付け29農振第2262号農林水産省農村振
興局長通知）の第７の１の（１）の規定に基づき、関係書類を添えて提出します。



別紙様式第７号

  農村振興局長　殿

地方農政局長等

番　　　　　　　　　号 
年 　　　月　　　　日 

令和○○年度農山漁村振興交付金（地域活性化対策）の農山漁村振興推進計画及び事業実施計画（変
更）の報告について

 　農山漁村振興交付金（地域活性化対策）実施要領（平成30年３月28日付け29農振第2262号農林水産省農村振
興局長通知）の第８の２の（１）の規定に基づき、関係書類を添えて報告します。



別紙様式第８号

  農村振興局長　殿

地方農政局長等

番　　　　　　　　　号 
年 　　　月　　　　日 

令和○○年度農山漁村振興交付金（地域活性化対策）の年度別事業実施計画の報告について

 　農山漁村振興交付金（地域活性化対策）実施要領（平成30年３月28日付け29農振第2262号農林水産省農村振
興局長通知）の第８の２の（２）の規定に基づき、関係書類を添えて報告します。



別紙様式第９号

  地方農政局長等　殿

事業実施主体名
代表者名

番　　　　　　　　　号 
年 　　　月　　　　日 

令和○○年度農山漁村振興交付金（地域活性化対策）の事業実施評価の報告について

 　農山漁村振興交付金（地域活性化対策）実施要領（平成30年３月28日付け29農振第2262号農林水産省農村振
興局長通知）の第１３の１の（２）の規定に基づき、関係書類を添えて報告します。



別紙様式第10号

１．事業名及び活動計画区分

２．事業実施主体名

３．事業概要

・事業目的

・事業費・交付額(単位:円) 事業費 0円 交付額 0円

・事業実施期間 令和　　年　　月　　日　～　令和　　年　　月　　日

４．実績評価

（１） 目標の達成状況等の総合的評価

（２） 取組状況

（３） 事業実績

（４） 実施体制

（５） その他事項

５．事業実施結果

・目標達成状況

目標項目 目標値 実績値 達成率

・評価指標達成状況　（※農山漁村関わり創出事業（２）情報の発信及び共有　を選択した事業は記載不要）

目標値 実績値 達成率

・所見

令和○○年度農山漁村振興交付金（地域活性化対策）事業実施評価書

　（注）活動計画区分は活動計画策定事業を行う場合に記載する。

（計測方法）○○

（計測方法）○○

目標項目 評価指標項目



別紙様式第11号

  地方農政局長等　殿

第三者機関名
（地域活性化対策）
代表者名

番　　　　　　　　　号 
年 　　　月　　　　日 

令和○○年度農山漁村振興交付金（地域活性化対策）の事業実施評価に関する意見の報告
について

 　農山漁村振興交付金（地域活性化対策）実施要領（平成30年３月28日付け29農振第2262号農林水産省農村振
興局長通知）の第１３の２の規定に基づき、関係書類を添えて報告します。



別紙様式第12号

  農村振興局長　殿

地方農政局長等

番　　　　　　　　　号 
年 　　　月　　　　日 

令和○○年度農山漁村振興交付金（地域活性化対策）の事業実施評価の報告について

 　農山漁村振興交付金（地域活性化対策）実施要領（平成30年３月28日付け29農振第2262号農林水産省農村振
興局長通知）の第１３の３の（１）の規定に基づき、関係書類を添えて報告します。



別紙様式第13号

  地方農政局長等　殿

事業実施主体名
代表者名

　　事業実施概要

○○年度～
○○年度

（注）活動計画区分は活動計画策定事業を行う場合に記載する。

番　　　　　　　　　号 
年 　　　月　　　　日 

令和○○年度農山漁村振興交付金（地域活性化対策）の完了報告書

 　農山漁村振興交付金（地域活性化対策）実施要領（平成30年３月28日付け29農振第2262号農林水産省農村振
興局長通知）の第１４の規定に基づき、報告します。

事業名及び活動計画
区分

事業実施期間 事業実施内容 交付額



別紙様式第14号

○　○　地　域　の　活　動　計　画

主産業 　　農業　　　・　　　林業　　　・　　　漁業　　　・　　　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

地域名 地域協議会名

関係集落名

市町村名都道府県名

基幹集落名

令和○○年○○月○○日　策定



１．地域の状況

地
域
の
概
要



　人口

　男

　女

　0～14歳

　15～64歳

　65歳以上

　人口増減割合（対 10年前）　（％）

　高齢者（65歳以上）割合　（％）

　世帯数

　農家戸数

　専業農家

　兼業農家

　15～64歳

　65歳以上

　水田

　畑

　耕作放棄地

　計

特徴（コメント）

R○（現在）

面積(ha) 割合(%)

R○（現在）

農
地
面
積

　農家増減割合（対 10年前）　（％） －

　高齢農家（65歳以上）割合　（％）

農
家
戸
数

H○（10年前）

人
口
・
世
帯

H○（10年前）

　高齢者（65歳以上）のみ

特徴（コメント）

特徴（コメント）

　高齢者のみ世帯割合　（％）

　平均世帯人員数（総人口／世帯数）

－



取組の概要代表者名

地
域
内
の
組
織
や
人
材
の
状
況

区分 取組の課題等団体名



（ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

※ 地域内の基幹集落においては、集落名の（　）に●印を明記する。

各集落における施設の状況

概要、課題、要望などA集落 Ｂ集落 Ｃ集落 Ｄ集落 Ｅ集落

地
域
内
の
生
活
基
盤
等
の
状
況

施設名

医
療
・
福
祉
関
連

教
育
関
連

買
い
物
関
連

そ
の
他

空
き
家
等

エ
ネ
ル
ギ
ー

関
連

公
的
施
設
等

交
通
関
連



そ
の
他

地
域
資
源
の
状
況

名称等 概要

自
然
・
環
境

歴
史
・
文
化

伝
統
行
事
・
祭
り

特
産
品



地
域
内
の
生
活
基
盤
・
地
域
資
源
マ
ッ
プ



２．地域の強み（良いところ）・弱み（課題）

（現状）

（原因）

地
域
の
強
み

（
良
い
と
こ
ろ

）

地
域
の
弱
み

（
課
題

）



３．地域資源を活用した地域活性化の方向性

地
域
資
源
の
活
用
方
法
・
取
組
の
方
向
性



４．地域の課題解決に向けた具体的な取組

具
体
的
な
取
組
内
容

区分 取組内容
取組組織

（取組主体）
取組時期



５．地域の課題解決に向けた組織体制

（組織体制の継続性を確保するための方策）

組
織
体
制



６．地域の将来ビジョン

（１）地域の目標

【目標設定の考え方】

（２）評価指標

【評価指標設定の考え方】

地
域
の
目
標

目
指
す
将
来
像

地
域
の
将
来
像

（
イ
メ
ー
ジ
図

）

１０年後
（○○年）

５年後
（○○年）

現在
（○○年）

目標項目

評価指標項目
現在

（○○年）
５年後

（○○年）
１０年後

（○○年）



【令和○年度（１年目）】

【令和○年度（２年目）】

【令和○年度（３年目）】

【令和○年度（４年目）】

【令和○年度（５年目）】

【６年目以降の取組計画】

地
域
の
将
来
ビ
ジ
ョ
ン
の
具
現
化
に
向
け
た
取
組



地
域
の
将
来
ビ
ジ
ョ
ン
の
具
現
化
に
向
け
た
取
組

（
工
程
表

）



そ
の
他
特
記
事
項
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